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我が国の土木工学の研究力とその回復の方策
安田　浩保　新潟大学　災害・復興科学研究所　研究教授

はじめに

　我が国の土木工学や建設関連業においては、20年

ほど前から、人材の「数」の確保に苦慮し、分野全体

の魅力向上に努めてきた。しかし、土木工学は工学の

一つの分野であり、研究開発により日進月歩できる分

野とも言えるにもかかわらずその効果が発揮されたと

は言い難い。

　そこで本稿ではまず、我が国における土木工学の研

究力の世界的な位置付けについて、我が国から発表さ

れた論文の数に基づき、明らかにする。この調査結果

から、我が国の土木分野は、他の工学分野と比べ基礎

的な研究体力が弱い状況にあり、今後は人材の「数」

に加えて「質」の問題が併発し、この問題を放置すれ

ば業界の衰退を食い止めることが困難となることを述

べた。

　次に、情報理論や素粒子物理学など、別の学問分野

との融合型の研究により、斬新な研究成果を生み出せ

ることを示す。

　さらに土木工学分野は、本来は計画的な人材育成が

比較的容易な分野とも言え、近年の飛躍的な科学技術

の進歩を追い風として、我が国の土木工学分野の回復

の可能性が十分に残されていることを述べる。

1 これからが土木工学の本格的な発展期

　我が国の科学技術政策は、「科学技術・イノベー

ション基本計画」 ［1］（以下、基本計画）において規定さ

れている。現行の基本計画においては、イノベーショ

ンの強化、研究力の強化、教育と人材育成という3本

の柱が打ち立てられている。同基本計画では、これら

の三つを並列に扱っているが、研究力こそがイノベー

ションの源泉であり、教育と人材育成の基盤となるこ

とにも異論はないであろう。

（1）我が国の研究力の推移

　筆者は、すべての学術分野における学術論文の世界

的なデータベースであるWeb of Science ［2］を用い、

1980年から2023年までの我が国の全学術論文の発表

数と、土木、機械、応用科学、電気電子の各工学分野

の学術論文の発表数を調べた。

　図表1にその結果を示した。1980年から2023年ま

での我が国の全学術論文の発表数は2000年頃まで全

世界の中で2位を維持し、その後は徐々に順位は下落

し、近年は7位に甘んじていることが分かる。土木、

機械、応用科学、電気電子の各工学分野は、1980年

から2000年頃までは全分野と同様に高順位を維持し

ていたものの、それ以降は下落傾向にあった。最近

20年ほどは、電気電子を除き、土木、機械、応用科

学の三つの工学分野はトップ10から外れ、この数年

でやっと若干の回復傾向が見られるようになった。土

木分野の推移を詳しく見ると、土木は、電気電子を除

く他の工学分野の中でも2000年以降からの下落が早

図表1　�日本から発表されたすべての学問分野と�
4つの工学分野の論文数の世界ランキング
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い時期から始まり、さらにその下落の幅が大きい上、

2023年の時点の順位は2000年以前の水準に全く届い

ていない。これらのことは、我が国の土木分野は他の

工学分野と比べ、基礎的な研究体力が弱いことを示唆

するものである。

　上記の集計では、順位に加え、各年の各国での研究

活動の世界的な存在感を把握するため、まず、各年の

論文総数で除して正規化したグラフを図表2-1と図表
3-1に示した。また、図表2-2、図表3-2の各図の1

列目は図表2-1、図表3-1中の着色が表す国名を、2

列目は2023年の各国の論文数を、3列目は2023年の

各国の人口を同じく2023年の日本の人口で除した上で

これを各国の論文数に乗じ、各国の人口が日本と同一

だった場合の人口あたりの論文数を、それぞれ示した。

　これらの図表より、まず1980年から2023年までの

約40年間に順調に科学技術を発展させてきたのは、

全世界の中でG8と呼ばれる先進国の他、中国を筆頭

とする、ブラジル、ロシア、インド、韓国、スペイ

ン、オランダ、イランなどの16カ国だけであったこ

とが分かる。

　次に、中国、ブラジル、ロシア、スペイン、韓国、

イランの各国は、2000年頃からわずか20年ほどで急

速に世界的な存在感を拡大することに成功し、現在も

成長が続いていることも分かる。

　この状況下において、G8先進国のうち、イギリス、

ドイツ、イタリア、カナダは世界的な存在感を維持し

ている一方、アメリカと日本は存在感を著しく低下さ

せ、フランスも存在感を低下させていることが分か

る。

　また、図表2-2の3列目（人口あたりの論文数）から

は、日本を除くG8先進国は日本の2倍以上、近年の成

長国である中国やインドなどは日本の半分以上である

ことも分かる。さらに、図表3-2の3列目（土木分野・

人口あたりの論文数）からは、日本を除くG8先進国は

日本の3倍を超えることが分かる。

　以上のことから、我が国の土木工学の研究力の水準

は、下位1/4に甘んじる状況にあることを認めなけれ

ばならない。G8先進国の中でトップ10圏外となって

いるのは、我が国とフランスだけである。

　我が国の政府が2020年頃から国策として研究力回

復に取り組むようになった理由は、我が国全体の論文

数の回復ではなく、引用数が多くインパクトが大きな

論文の数の回復のためである。土木分野の論文の発表

数が下位1/4に位置する上、人口あたりの論文数が半

分以下という実情は、現在においてもなお論文数が世

界トップ5前後を維持できている他分野とは異次元

の、危機的な状況に瀕していると言える。

　しかし、この危機的状況は土木分野において全く認

識されていない。これは非常事態と言っても過言では

なく、この打開に向け、我が国全体で早急に対処を開

始しなければならないことを強調したい。

（2）これから起きること

　上記の危機的状況をそのまま放置すれば、我が国の

土木工学の研究力の世界的な順位はこれから10年ほ

どでさらに低下することは容易に想像できる。その結

果、主に以下の二つの事象が顕在化してくるであろ

う。

　一つは、土木工学における技術の更新のさらなる停

滞と、いわゆるイノベーションの惹
じゃ

起
っき

の鈍化である。

また、土木工学の各分野における技術体系は、我が国

の安全保障の基盤と言え、これは国産技術により支え

られるべきものである。しかし、国産技術により技術

更新やイノベーションを発展させられなければ、他国

からの技術転用が始まり、これまでに築かれた我が国

の安全保障は揺るがされる。

　もう一つは、土木分野における人材の確保と育成の

両方がますます困難となることである。特に、2021

年から本格化した博士人材の育成は、土木分野におい

ては「質」の高い博士教育は困難となっている、と認

識すべきである。このことは、近年の土木工学におけ

る低調な論文数に着目すると、「質」の高い博士教育を

受けられる大学などの研究機関が既に少数であること

からも、すぐに推測できるものである。つまり、直ち

に土木工学の研究力の回復に対処しなければ、技術開

発のますますの停滞と、優秀な人材の育成が困難とい

う、縮小再生産が複層的に始まる。この20年ほどの

土木の人材問題は、十分な「数」の人材を確保できな

いことであった。速やかに優秀な人材の育成が困難と
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図表2　世界各国から発表された論文数の国ごとの比較（すべての学問分野）

図表2-1　各年の総論文数に対する各国の占有率 図表2-2　�各国の2023年の人口が
日本と同一だった場合
の人口あたりの論文数

図表3　世界各国から発表された論文数の国ごとの比較（土木分野）

図表3-1　各年の総論文数に対する各国の占有率 図表3-2　�各国の2023年の人口が
日本と同一だった場合
の人口あたりの論文数
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いう事態を回避できなければ、大学などの教育・研究

機関において、現状に追い打ちをかけるように、大学

などの教育・研究機関の運営を担う研究者がそもそも

確保できなくなることは明白で、さらに各大学におけ

る学生と教員の定員の削減という、最悪のシナリオが

現実となる。この影響は学だけにとどまらず、産官の

人材供給を「数」と「質」の両面から直撃し、建設関連

業全体の衰退が加速し、もはや我が国の土木の回復が

望めなくなる。

（3）250年でどれだけ進歩したか？

　冒頭で触れた基本計画では、自然災害への対応もま

た重要課題の一つに位置付けられる。筆者の専門分野

は河川工学であり、この課題解決に貢献する研究開発

に努めている。

　ここで、18世紀と現在の河川工学の技術水準を対

比する ［3］。フランスの水理学の研究者であるデュビュ

アは、自身の著書において、「成功は束の間でしかな

い計画」が実施され、その原因は「原理の不確実と、

経験と矛盾する誤った理論」が用いられるためであ

り、「観測の少なさと観測自体が困難」であるために技

術の進歩が困難である、と嘆いている。

　それから250年が経過した現在はどうであろうか。

一定規模以上の洪水が河川を流下すれば堤防の決壊や

落橋などが起こり、予測能力に優れる数理的な手法も

確立されているとは言えない。また、洪水時の河川の

物理を余すところなく定量化する手法も未確立であ

る。つまり、デュビュアの時代と技術水準の本質は大

きく変化していない、と言っても過言ではない。

　20世紀後半における河川工学をはじめとする土木

工学は、計算機を駆動源として学問の発展に努めてき

た。土木工学が対象とする事物が巨大かつ不均一であ

るため、実測によりその性質を正確に把握することが

難しいためである。しかし、シミュレーションによっ

て解かれるモデル式は、仮説や仮定に基づき演
えん

繹
えき

的に

導かれたものである。このため、どれだけ正確に計算

をしてもそれは仮説の一つに過ぎず、対象とする現象

の真実には原理的に到達できない。宇宙物理学者のワ

インバーグ ［4］は、現代科学の方法論の幕開けは、ガ

リレオの観測とコペルニクスの計算とが相互に補い合

うことで天体の軌道が楕円であることを実証したこと

であった、と述べている。近年でもこの構図は依然と

して有効であり、例えば、人類初の偉業と言える10 

nmスケールの神経毛や、5500万光年もの遠方のM87

ブラックホールの観測は、最先端センシングと情報数

理の融合により達成されている。現行の土木工学が本

質的な進歩を遂げ、山積する課題を解決するには、い

わゆる計算機科学を偏重した現在の学問体系から脱

し、計算と観測の均衡の回復が不可欠である。

（4）水害ゼロの実現

　筆者は、洪水が流下しても壊れにくい河道の実現を

目指し、信号処理理論と素粒子実験物理学の研究者と

ともに、2016年秋から異分野融合の研究体制での研

究を開始した。筆者は、現在においてもなおこの研究

体制から多大な恩恵を受けている。むしろ発足から7

年ほどが経過し、ますますその恩恵は大きくなってい

る。この研究体制の構築により、まず河川の模型実験

と実河川の各々における観測ビッグデータの測定が可

能となったことが挙げられる。この独自の測定法を背

景とし、2023年秋には、直線かつ平坦な河床におい

て周期的な起伏形状である河床波の発生の起源を特定

する成果を得た ［5］。この発見的な成果は、洪水が流下

しても壊れにくい河道を実現する上での重要な鍵とな

るものである。この他、筆者は2021年秋より、上記

とは別の異分野融合の研究体制にも参加し、素粒子

ミュオンを用い、堤防内部の空洞や土質構造を透視す

る技術開発を開始した。2023年秋に、ミュオンを用

いることで堤防内部の空洞を検出できることを発表し

た ［6］。

　2019年の台風19号により、東日本の広い範囲で記

録的な水害となり、我が国の治水方針は従来の河道と

ダムに洪水を貯める方式に加え、流域全体でも洪水を

薄く広く貯めるという「流域治水」へと転換された。

流域治水を確実に機能させるための前提条件は、洪水

が流下しても河道が壊れないことである。意図せずに

河道が壊れれば、計画していた流域全体での洪水の貯

留ができなくなるためである。つまり、流域治水の成
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否は河道にかかっているのである。上述した河床波の

起源の発見と堤防の透視技術は、洪水が流下しても河

道が壊れないようにする基盤技術と言えるものであ

る。筆者は、水害をゼロにできる可能性が見え、人類

が水害から解放される日は案外近い、と考えている。

（5）重力は弱い力？

　この研究体制において、研究構想や研究成果につい

ての意見交換を行うと、土木工学と物理学のどちらの

研究者も物理学を道具にする共通点があるものの、見

えている景色は全く異なり、驚くことが多い。

　例えば、流体の運動を規定する重力は、ニュートン

力学においては強い力であるものの、物理学全体から

見れば、重力は電気引力よりも10 40も弱いのだから、

重力は弱い力であるという認識はその典型例である。

（6）我が国における土木の回復のシナリオ

　冒頭において、我が国の土木工学を悲観するファク

トを列記した。ただし、この中には我が国や我が国の

土木の回復に希望を与えるファクトも含まれている。

　ブラジル、イラン、スペイン、韓国は、最近20年

ほどの間に見る見る世界的な存在感を発揮するように

なった。このことは、現在の我が国の苦境は20年ほ

どの時間があれば脱することができる可能性があるこ

とを示すものと解釈できる。

　また、現在の科学技術は資本主義との関係性を無視

できず、資本主義の指標の一つであるGDPは人口と完

全な比例関係にある。我が国においては人口減少の可

能性が指摘されているものの、これから20年ほどの

期間に人口とGDPが急減する未来は考えにくい。これ

に加え、筆者は自身の研究を通じ、科学技術の観点か

らもこれから土木工学の本格的な発展期が到来すると

確信している。その理由は、土木工学が対象とする今

までできなかった事物の定量化が可能となり、計算と

観測を両輪とする自然科学の王道の方法論への適用が

現実的となってきているからである。おそらくこれか

ら5年ほどが、我が国の科学技術や土木を回復するた

めの基盤づくりの最後のチャンスであろう。我が国全

体が、土木の回復を目標としてその実現に努めること

ができれば、その実現は難しいものではない。

2 いつまで経験工学のままでいるのか？

（1）若手層にとっての仕事の魅力とは

　上記において土木における人の問題は、これまでの

「数」の問題の他に、「質」の問題が加わると述べた。こ

の20年ほどの「数」の問題に対し、この問題の根源を

十分に分析せず、数の確保だけを目的とした対策が続

いているように見える。

　例えば、国土交通省は、この問題の解決に向け、雇

用条件を改善する新4K（給与・休暇・希望・かっこい

い）を打ち出した。また、この一環として、建設DXや

i-Constructionが積極的に推進されている。しかし、

筆者が指導する大学院生などは、これらに全く魅力を

感じていない。意欲と能力を兼備した大学院生や若手

技術者と話をすると、雇用条件という表層的な改善で

はなく、根本的な質の改善を希求している、と言う。

また、従来のすべてのアナログが否定されるものでは

ないが、彼らはいわゆるデジタルが日常の各所に浸透

した中で育ち、土木の研究や実務における旧態依然な

事物に自然と疑問を感じている、とも言う。

　確かに、公共の安全を担うことが理由の一つなので

あろうが、それを差し引いても、土木分野は他の工学

分野と比べて保守的な風潮が強い。例えば、日常生活

における家電などの進歩と比べ、土木分野における技

術の更新と革新は停滞している、と言わざるを得な

い。ある程度の技術の更新があったとしても、それは

単に他分野で開発されたものを導入するか、既製品を

組み合わせるだけであることが多く、必要に応じた新

技術の開発はほとんど見られなくなっている。

　積極性に富む若手世代の共通点は、若さゆえの湧き

上がる活力にあふれ、その活力を原動力とした挑戦す

る場を求めていることである。このことから、土木に

おける人の「数」と「質」どちらの問題の解決において

も「挑戦性」が、有効な鍵となることが推測できる。

　我が国において、土木工学が隆盛を極めたのは、巨

大なダムを建設した時代である。この時代は、非常に
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優秀な若者が土木工学へ殺到したと言われる。その理

由は、ダムの建設という、当時の人
じん

智
ち

を大きく超える

一大事業への挑戦と、それによる社会貢献への喜びを

感じることができたからであろう。その後、土木事業

は定型的なものが大半を占めるようになる。完成まで

に10年単位の年月を要する事業が数多くあり、この

形態を容認せざるを得ない面もある。

　一方で、技術者や研究者が疑問を感じているにも関

わらず放置されたり、科学技術の進歩によって容易に

置換できる技術が登場しているにも関わらず、見直さ

れない事例も少なくない。例えば、筆者の専門分野で

言うと、洪水のたびに河道や堤防の破壊が繰り返され

ているが、その根本の物理の解明が積極的に進められ

ることはなく、原型復旧が基本となっている。また、

地球の時間の半分は夜にもかかわらず、洪水時の昼夜

を連続した監視技術が一向に開発されないことも、そ

の一つだ。

　確かに、土木工学が対象とするすべての課題を、現

在の科学技術により完全には解決できない。しかし、

分からないことを分からないままに放置するような無

責任さや挑戦性の欠如は、この分野の衰退を助長する

だけである。土木工学は経験工学と言われて久しい

が、原理や法則が解明された上で確実かつ優れた効果

が発揮される「土木科学」の確立を目指した調整を始

めるべきだと、筆者は考えている。

　2023年に脚光を浴びたChatGPTに人が魅力を実感

する瞬間について尋ねたところ、感情の共感、意味や

目的、ストーリー、美的な要素、新奇性と興奮、挑戦

と成長を感じた瞬間だ、と答えた。この回答は、ダム

建設時代の土木の隆盛と最近の土木の凋落の、どちら

も納得できるものである。

（2）情緒がもたらす創造性

　何かを克服しようとする挑戦の意志は、どうすれば

結実できるだろうか。筆者は、創造性によって具現化

できるものと考えている。

　我が国の土木分野における論文数、及び物理学など

理学分野における引用数の急減のどちらも、我が国全

体での挑戦の意志と創造性の衰退が要因の一つであろ

う。学術や社会活動における挑戦などの積極的な意志

は、技術体系と社会のそれぞれの成熟過程における当

然の帰結とも見える。

　この他に、太平洋戦争以後の教育方針において、特

に創造性の育成を重視しなかったことも考えられる。

通信工学において顕著な研究業績を挙げた西澤潤一先

生は、後進の育成においても非常に熱心であったこと

で有名であるが、その当時の教育の方針は、素早い処

理を重視し、深い思考を鍛錬する機会が乏
とも

しているた

めに創造性が養われにくくなっている、と指摘してい

る ［7］。西澤先生とほぼ同時代の数学者である岡潔先生

は、西澤先生と同様の指摘をした上で、特に晩年は、

創造性は情緒から生み出される、と強く主張した。加

えて、岡先生は人の中心は「知」ではなく「情」であり、

他人の悲しみが分かることで初めて共存共栄ができる

ようになる、とも言っている ［8］。

　岡先生らの指摘から50年以上が経過した。しかし

依然として、創造性の起源となる深い思考を重視した

教育への転換は進んでいない。筆者は、我が国全体で

教育方針が転換されるまで、危機的状況を静観したり

嘆いているだけの猶予はもはやない、と考えている。

現行の教育体制においても、できることはまだまだあ

る。例えば、大学の厳しい財政や遅々として進まない

意思決定には期待せず、現行の卒業研究や大学院での

研究活動において、教員の創意工夫により良質な研究

環境を主体的に整え、学生たちに体験させることであ

る。同時に、美術、大自然、実社会などに直に接し、

人の心に多様な刺激を与える工夫もすぐにできる。

　研究成果自体とその過程での人材育成の成果が蓄積

され、これらの蓄積が一定量を超えたときに、世論は

迅速かつ大きく動き、理想的な教育方針への転換を実

現できると確信している。また、土木などの工学の良

質な研究課題が解決されるのは、現場において技術者

が困難に直面したときである。研究を重視する機運が

大学などの教育研究機関においてだけでなく、実務に

おいても盛り上がれば、従来は難しかった創造性を携

えた人材の育成を加速させることができる。
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（3）生成AIが拓く未来

　2000年前後から始まったインターネットの普及は、

人間が知識を蓄えることへの価値を大幅に引き下げ

た。2023年には、それに匹敵するビッグニュースが

あった。

　生成AIの爆発的な普及である。生成AIの強みは、従

来は一定の訓練をした人間にしかできなかった複雑な

処理過程の作業が、機械的にできるようになったこと

である。生成AIの普及は、人間が担ってきた繰り返し

作業などの労働の価値を一気に引き下げる。誰もがイ

ンターネットと生成AIを利用できる時代を迎え、学び

方と仕事の方法を根本的に転換していくことは間違い

ない。

　これまでの大学までの学びは、知識の蓄積と、専門

的なスキルを素早く正確にできるようになることだっ

た。しかし、生成AIが日常生活に溶け込む時代を無防

備に迎えれば、極端に言えばAIの下僕になりかねない。

　人間ならではのできることは、常識を疑うことや、

混
こん

沌
とん

とした状況の打開のために解決すべき問題を発見

し、常識では無関係に見える複数の知識を有機的に組

み合わせ、自ら立てた問いを解決する手段を構築でき

ることである。このような能力は、これまでの学びの

大半を占めた答えが既知となっている問題を繰り返し

解く訓練に加え、まだ答えが決まっていない問いの答

えを探したり、曖昧な答えしか得られない問題の答え

を導いたりする訓練により、開発できる。この訓練に

よる理想的な到達点は、対
たい

峙
じ

する問いの解決のため、

表面的には無関係に見える物事同士の接点を見つけて

結び付ける、「遠い類推」ができるようになることであ

る。この力が養われていれば、AIを下僕として新たな

地平を開拓できる。

　現行の大学における卒業研究や大学院における研究

活動において、学生たちが少しでも遠い類推をできる

ように、指導者が学生たちを導くことができれば、一

定の創造性の育成は可能である。現在の技術的境遇を

背景とし、研究の過程を能力開発の場とした創造性の

養成により、特定の分野のためだけの成果に留まら

ず、人類の普遍的な叡
えい

智
ち

を生み出すほどの大局観を

持った次世代が育成されることさえ期待できる。

（4）計画的な人材育成

　土木工学の実務は、ある計画の完成までに10年単

位の期間を要する。これらはすべて計画されているも

のであるから、一般市場向けの物販などと比べると、

極端に言えば「計画経済」である。この点に着目する

と、人材も計画的に育成しやすいとも言える。

　また、他の市場と異なる点が三つある。一つ目は、

国土交通省が監督官庁と発注官庁を担い、関連の制度

を自ら設計し、運用できることである。二つ目は、他

分野と比べ、外資の参入がほとんどないことである。

三つ目は、大学の専門学科と建設関連業は一対の関係

にあり、本来は産官学が一体となった発展がしやすい

ことである。

　加えて、現在の土木の実務は、従来の力学科目だけ

では成立せず、情報や物理学の専門性が一層重要と

なっている。情報や物理学を専門とする学生は就職先

を自力で開拓する必要があるが、彼らは建設関連業に

おいて自らの専門性が活用できることを知らない上、

土木分野の産官の採用担当者も土木以外に積極的に募

集をかけることは少ない。つまり、これまで人の

「数」と「質」の問題における一つの解決法を見過ごし

てきた、と言える。

　これらに加え、現在我々は、いわゆる生産性の向上

を容易と可能とする、様々な技術が萌
ほう

芽
が

する時代に生

きていることも、追い風の一つである。

　建設業界において必要となる人材は、大きく分けて

「施工系」と「計画系」となる。このうち施工系は、大

学など従来の教育機関以外にも、ゼネコン各社が独自

に人材を育成する仕組みを国内外に設けており、一定

の成果が出始めている。

　一方で、施工系と比べると必要となる人材数の面で

少数となる計画系では、官庁と建設コンサルタントを

担う人材を教育機関以外で計画的に育成する仕組み

は、筆者が知る限りない。また、大学などの教育機関

においても、積極的に育成する動きは残念ながらな

い。

　計画系の人材不足はこの数年で顕在化してきてい

る。早々に計画的な育成に着手しなければ、建設業の

上流に位置する発注業務が滞り、また発注機関と一体
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となって計画の立案に携わる建設コンサルタントの遂

行自体が困難となる。

　今後早急に必要なのは、既存の教育機関において、

官庁と建設コンサルタントの計画系の業務を担う技術

者の育成と、産官から大学などへの必要な人材の

「質」や「数」の提示である。これらの実現を待つ間に、

危機感を共有できる産官学の有志が一体となり、私塾

のような形態での計画系の人材育成を先行して始める

べきであろう。

　このような取り組みが一日も早く始まることを切に

願い、また筆者自身も、具体的な行動を一つでも多く

実施する所存である。

おわりに：偉大なる目標が拓く未来

　課題とその解決の手段が明確となったときに、問い

は解ける。これまでの延命措置ではなく、業界の体質

の根本的な改善を目的とし、その解決の手段の一つと

して科学を正しく用いることができれば、計画的な人

作りと技術開発は十分にできる。

　我々は現在、データを駆動源とした産業革命の入り

口に立っている、と言われる。筆者自身もデータを駆

動源としたときの威力を幾度も実感している。過去を

振り返ると、ほとんどの産業は、産業革命により新た

な手段を手に入れることで変容を遂げ、一方でこの変

化に追従できなかった従来の企業は衰退し、新興企業

が業界のトップに躍り出ている。そのことは過去30

年ほどに国内で創業した情報業界の売り上げや時価総

額が如実に物語っている。

　つまり、建設関連業においても間もなく新たな業態

の企業が林立するようになり、そのうちの成長に成功

したいくつかの企業が、20年後の建設関連業のトッ

プ企業に君臨するようになることは想像に難くない。

　人類は、2022年春に初めてブラックホールの観測

に成功した。筆者はこのプロジェクトの責任者より、

達成までに要した期間は20年であると聞いた。前人

未到のプロジェクトは、その着手段階においては誰に

も達成が困難に見える。しかし、着実かつ粘り強く成

果の積み上げを続ければ、ついに目的は達成できる。

現在、ゴールが目前に迫っていることに気づかずに短

気になり、レースを離脱していることが随所で起きて

いるであろう。冒頭に比べると、筆者の姿勢は随分と

楽観的に見えるかもしれない。しかし、現実の直視は

避けられないが、気持ちまで落胆する必要はない。明

るい気持ちは、観念的な闇夜を明るく広く照らし、奥

深い創造を可能とする。強制収容所に収監され、その

解放後に「夜と霧」を著したフランクルは、「偉大な目

標こそが極限状態を生き延びる術」と言った。挑戦と

は、自らに戦いを挑むことである。我が国の土木分野

と我が国自体の回復に向け、まず有志各人がしっかり

と狙いを定めた試みを始め、そこから新しく確かな潮

流を生み出そう。
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